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本研究は，高齢者の自立支援を基本理念とする介護保険制度で軽度認定を受けた在宅高齢者
の第１回更新月１カ月分の介護保険サービス利用による，第１回更新時から第２回更新時まで
の介護度の悪化防止への効果について分析した。
調査対象地域は，65歳以上の人口割合が全国値に近似し，介護保険法に基づく介護保険サー

ビスの全種類の利用可能な東京都Ｂ区を選定した。自治体の既存の介護保険データを用い，
2003年度に新規申請を行い，初回認定時および第１回更新時に要支援・要介護１の認定を受け
た第１号被保険者456人を調査対象とした。調査項目は，性別，第１回更新申請時の年齢，新
規時および第１回・第２回更新時の介護度，第１回・第２回更新年月日，第１回更新月１カ月
分のすべての介護保険サービスの利用状況とした。第１回更新時から第２回更新時までの介護
度の変化と調査対象の特性，サービス利用状況との関連について分析した。
第１回更新時から第２回更新時までに介護度が悪化した者は61名（13.4％）であった。調査

対象の特性と介護度の変化の間には有意な関連は認められなかった。個別の介護保険サービス
の利用状況と介護度の変化の分析の結果，訪問介護の利用者において月６回以上の利用者の
オッズ比が0.37（0.17～0.84）と悪化防止への影響が認められた。また，通所介護では月１～
５回の利用者でオッズ比が2.74（1.15～6.53）と逆に悪化することが示された。多重ロジス
ティック分析の結果も同様であった。
自立可能性が高い軽度認定者に対する在宅高齢者の介護保険サービスのうち，訪問介護の提

供が有効であることが示された。このことから，対象者の生活や疾病などの個別性を踏まえた
サービスの提供が必要であることが重要と考えられた。通所介護については，現在の実施のあ
り方に検討すべき点があることを示唆するものと考えられた。

介護保険制度，在宅高齢者，要支援・要介護１，介護度の変化，介護保険サービス

Ⅰ

「高齢者の自立支援」を基本理念とする介護
保険法では，特に在宅サービスの利用が急速に
拡大し，高齢者に身近な制度として浸透した。
中でも，状態の維持・改善が期待される要支
援・要介護１の軽度認定者の全認定者に占める
割合は年々増加している。そこで，2006年４月

の制度改正（以下，制度改正）では，急増する
高齢者ができる限り健康で活動的な生活を送れ
るよう，予防重視型システムへと転換し，改善
可能性の高い軽度認定者に対する介護保険サー
ビスは自立度を高める予防サービスへと大きく
見直されることとなったが，軽度認定者におけ
る介護保険サービスの予防効果についてこれま
で実証的な検討がされたとはいえない1)-5)。
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サービスの種類 サービスの概要 利用単位

訪問介護 ホームヘルプサービス 回/月
訪問入浴介護 訪問による入浴サービス 回/月
訪問看護 看護師等の訪問による看護サービス 回/月
訪問リハビリテーション 理学療法士や作業療法士の訪問によるリハビリテーション 回/月
居宅療養管理指導 医師等による管理・指導 回/月
通所介護 老人デイサービスセンター等でのデイサービス 回/月
通所リハビリテーション 老人保健施設・医療機関でのデイサービス 回/月
福祉用具貸与 福祉用具のレンタルにより日常生活の

改善を図るサービス
品目数/月

短期入所生活介護 特別養護老人ホーム等でのショートステイ 日/月
短期入所療養介護 老人保健施設・医療機関でのショートステイ 日/月
認知症対応型共同生活介護 グループホームでの介護/要介護者に限る 日/月
特定施設入所者生活介護 有料老人ホーム等での介護 日/月
福祉用具購入 福祉用具購入により日常生活の改善を図るサービス 有無/更新期間
住宅改修 自宅の住宅改修により日常生活の改善を図るサービス 有無/更新期間
介護保健施設 介護保健施設への入所 日/月
介護療養型医療施設 介護療養型医療施設への入院 日/月
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そこで本研究は，行政機関の所有する既存
データを利用し，在宅の第１号被保険者で，新
規申請時・第１回更新時ともに要支援ないし要
介護１の認定を受けた者を調査対象とし，第１
回更新月における各種介護保険サービス利用に
よる第１回更新時から第２回更新時までの介護
度悪化防止への影響について分析を行った。
なお，本知見は，制度改正により新設された

要支援１・２に認定された者が，より早期に効
果的な介護保険サービスの利用を行うための基
礎資料としても有用と考えられる。

Ⅱ

調査対象地域として，65歳以上の人口割合が
全国値（2003年10月時点で19.0％）に近似し，
介護保険法に基づく介護保険サービスの全種類
の利用可能な東京都Ｂ区（同時点の65歳以上の
人口割合は19.3％）を選んだ。
調査対象は，東京都Ｂ区に居住し，2003年４

月１日から2004年３月31日までの間に，初めて
介護保険の申請を行ったすべての第１号被保険
者の中から，新規申請時および第１回更新申請
時の介護度が要支援または要介護１と認定され
た者で，その後の第２回更新申請を行い認定を
受けた計456人とした。なお，制度改正後の要
支援認定者が利用するサービスを想定し，在宅

の要支援または要介護１の認定者を調査対象と
し，介護福祉施設入所者は調査対象から除外し
た 。

調査項目は，性別，第１回更新申請時の年齢，
新規時および第１回・第２回更新時の介護度，
第１・第２回更新年月日，第１回更新月１カ月
分のすべての介護保険サービスの利用状況とし
た。このうち，介護保険サービスについては種
類ごとに利用単位が定められているため，
のとおり「介護給付費単位数サービスコード
表」の「提供サービス名」別にサービスの種類
を分類した。また，住宅改修と福祉用具購入に
ついては，利用単位が１カ月単位ではなく次の
申請時までの任意の時点で利用申請が行われる
ため，期間内での利用申請の有無を調べた。な
お，介護保険サービスの加算部分については，
各サービスの利用頻度には影響せず付加的に提
供されるサービスであるため，介護保険サービ
スの利用状況では考慮しなかった。
本研究で，住宅改修と福祉用具購入を除き第
１回更新月１カ月分の介護保険サービスの利用
状況のデータを用いた理由は，本研究が後向き
コホート研究の枠組みに従っているため介護度
の変化の追跡開始時点が第１回更新月であるこ
とと，介護保険サービスを利用する際に作成さ
れるケアプランの見直しは，軽微な変更（サー

ビス提供日時の変更等）を除き更
新や区分変更申請時に行なわれる
ため，第１回更新月１カ月分の
データが第２回更新時までの期間
のサービス利用状況をよく反映し
ていると考えられるためである。
なお，これらのデータは，2006
年６月末現在，保険者の東京都Ｂ
区が所有する介護保険事業電子
データから抽出し，個人番号をラ
ンダムな番号に変換した後，提供
を受けた。
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（単位 人，（ ）内％）

総数
第２回更新時

非該当 要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

第１回更新時

注 網掛けの部分は悪化群である

総数

要支援

要介護１

（単位 人，（ ）内％）

悪化群 維持・改善群
Ｐ値1)

（ｎ＝61） (ｎ＝395）

性別
男
女

年齢（歳）
平均±標準偏差

第１回更新時の介護度
要支援
要介護１

悪化
維持・改善

平均±標準偏差

注 1) 性別，第１回更新時の介護度，新規申請時から第１回更新時の介護度の変化との
関連の検討には χ2 検定を，年齢，第１回更新日から第２回更新日までの日数の比較
ではｔ検定を用いた。

新規申請時から第１回更新時の介護度の変化

第１回更新日から第２回更新日までの日数（日）
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まず，調査対象の特性として，性別，年齢，
第１回更新時の介護度，新規申請時から第１回
更新時までの介護度の変化，第１回更新日から
第２回更新日までの日数を集計した。次に，第
１回更新時から第２回更新時までの介護度の変
化をアウトカム変数とし，調査対象の特性との
関連を分析した。アウトカム変数と性別，第１
回更新時の介護度，新規申請時から第１回更新
時の介護度の変化との関連の検討には χ2 検定
を，年齢，第１回更新日から第２回更新日まで
の日数の比較ではｔ検定を用いた。なお，新規
申請時から第１回更新時および第１回更新時か
ら第２回更新時までの介護度の変化については，
両時点の介護度を比較し，前時点からみて，後
時点の介護度が悪化した者を悪化群，同一ない
し向上した者を維持・改善群と分類した。

次に，介護保険サービスの利用状況を集計し
た。この際，利用割合が10％を超え，月当たり
の利用回数，日数，品数の分類が可能な訪問介
護，通所介護，福祉用具貸与については利用頻
度別に集計した。頻度の分類に当たっては，介
護保険サービスがケアプランに基づくウイーク
リープランを基本として提供される仕組みであ
るため，訪問介護と通所介護では，月０回，月
１～５回（月１回から週１回程度），月６回以
上の３区分とした。また，福祉用具貸与は，こ
れまでの統計資料6)から，主な用具１品と付属
品１品をセットで利用する者が多いことが把握
されていたため，月１～２品，月３～４品，月
５品以上で分類した。
さらに，介護保険サービスの利用状況とアウ
トカム変数の関連を分析した。この際，介護保
険サービスの利用者の割合が１％以下のものは

分析から除外した。介護保険
サービスごとの利用状況につい
て「悪化群」と「維持・改善
群」との関連を χ2 検定で分析
すると共に，悪化に関わるオッ
ズ比と95％信頼区間を算出した。
また，複数のサービス利用状況
を説明変数として多重ロジス
ティック分析を行った。なお，
分析用のソフトウエアとして

9.1を使用し，有意水準を0.05
とした。

データの使用においては，Ｂ
区個人情報管理部門である企画
政策部広報課，Ｂ区情報公開制
度および個人情報保護制度運営
審議会において「介護保険業務
に係る個人情報の外部提供」の
審議を受け目的外使用の承認を
得た後，「首都大学東京荒川
キャンパス研究安全倫理委員
会」の承認を得た。
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（単位 人，（ ）内％）

サービスの種類 （ｎ＝456人）

訪問介護1)
０回/月
１～５回/月
６回以上/月

訪問入浴介護
無
有

訪問看護
無
有

訪問リハビリテーション
無
有

居宅療養管理指導
無
有

通所介護1)
０回/月
１～５回/月
６回以上/月

通所リハビリテーション
無
有

福祉用具貸与1)

０品/月
１～２品/月
３～４品/月
５品以上/月

短期入所生活介護
無
有

短期入所療養介護
無
有

認知症対応型共同生活介護
無
有

特定施設入所者生活介護
無
有

福祉用具購入
無
有

住宅改修
無
有

介護保健施設
無
有

介護療養型医療施設
無
有

注 1) 利用割合が10％を超え，利用単位が１カ月当たりの回数，
日数，品目数で表せるものは利用頻度別に集計した。

第56巻第10号「厚生の指標」2009年９月

Ⅲ

調査対象計456人のうち，男性130人（28.5
％），女性326人（71.5％）であった。平均年齢
は合計で79.8±6.5歳（平均±標準偏差）であ
り，男性79.7±6.9歳，女性79.8±6.4歳であっ
た。第１回更新時の介護度は，要支援は220名
（48.2％），要支援１は236名（51.8％）であっ
た。新規申請時から第１回更新時の介護度の変
化は，悪化群が65人（14.3％），維持・改善群
が391人（85.7％）であった。第１回更新年月
日から第２回更新年月日までの日数は合計では
354.9±20.3日であった。

第１回更新時から第２回更新時の介護度の変
化をみると， のとおり，悪化群61名（13.4
％），維持・改善群395名（86.6％）であった。

に，調査対象の特性とアウトカム変数と
の関連の分析結果を示したが，いずれの特性に
おいても悪化群と維持・改善群の間で有意な関
連は認められなかった。

に，第１回更新月１カ月分の介護保険
サービスの利用状況を示した。介護保険サービ
スの利用者数（利用割合）は，最も多いのは訪
問介護251人（55.0％），次いで福祉用具貸与90
人（19.7％），通所介護63人（13.8％），住宅改
修53人（11.6％）等の順であった。

に，利用割合が１％未満の介護保険サー
ビスを除き，利用状況とアウトカム変数との関
連の分析結果を示した。調査対象の特性とアウ
トカム変数との間に有意な関連は認められな
かったことから，調査対象の特性を調整因子と

は扱わずに分析した。各サービスとアウトカム
変数との検討の結果，訪問介護の利用状況とア
ウトカム変数との間に有意な関連がみられ，介
護度悪化に関するオッズ比（95％信頼区間）は
利用回数月１～５回が0.72（0.39～1.34），月
６回以上が0.37（0.17～0.84）であった。また，
通所介護では有意ではなかったものの，介護度
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サービス利用
悪化群 維持・改善群 オッズ

比
95％信頼
区間 Ｐ値1)

人（％） 人（％）

訪問介護
０回/月
１～５回/月
６回以上/月
訪問看護
無
有
居宅療養管理指導
無
有
通所介護
０回/月
１～５回/月
６回以上/月

通所リハビリテーション1)

無
有
福祉用具貸与
０品/月
１～２品/月
３～４品/月
５品以上/月
福祉用具購入
無
有
住宅改修
無
有

注 1) χ2 検定を用いた。また，介護保険サービスのうち利用者の割合が１％以下のも
のは分析から除外した。

サービス利用 オッズ比 95％信頼区間

訪問介護
０回/月
１～５回/月
６回以上/月

通所介護
０回/月
１～５回/月
６回以上/月
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悪化に関するオッズ比（95％信頼
区間）は月１～５回で2.74（1.15
～6.53）であった。さらに，この
２種類のサービスを説明変数とし
た多重ロジスティック分析の結果
は のとおりであった。

Ⅳ

調査対象の平均年齢は，男女共
に約80歳で男女の構成割合は３対
７であった。同時期の厚生労働省
統計資料（以下，厚労省資料）の
「性・年齢階級別にみた受給者数
の要介護状態区分構成割合」7)で
は，要支援・要介護１認定者は男
性で80～84歳，女性で75～79歳の
受給者が最も多い事や，「性別に
みた認定者数・受給者数」7)の男
女構成割合が本研究とほぼ一致し
ている点から，調査対象の性別と
年齢は全国平均と同様であること
がわかった。また，第１回更新時から第２回更
新時までの期間は約12カ月であった。市区町村
は介護認定審査会の意見に基づき，更新認定に
ついては原則６カ月の有効期限を，身体上・精
神上の障害の程度が安定していると考えられる
場合や，審査判定時の状況が長期間にわたって
変化しないと考えられる場合は，７～12カ月へ
の延長を可能（制度改正に伴い平成16年４月一
部改正）としている8)。このことから調査対象
は，これらの条件に該当する状態像であると考
えられた。

第１回更新時から第２回更新時までの介護度
の変化を観察すると，悪化者が13.4％であるの
に比べ，維持・改善者は86.6％と多かった。厚
労省資料の「介護保険サービスを１年間継続受
給した要支援・要介護１認定者の介護度の変
化」7)では悪化者が21.9％となっており，本研

究では調査対象の悪化者は8.5ポイント低かっ
た。これには，両研究における介護度の変化を
観察する時期のずれが考えられる。また，本研
究では，認知症と介護度の関連についての分析
は行っていないが，介護度の悪化に認知症の関
連があることも指摘されていることから，調査
対象の認知機能が比較的保たれていたことが推
測できる。
いずれの調査も，対象者の違いから直接的な
比較はできないが，維持・改善群が多いことは，
研究対象をはじめて介護保険の新規申請を行っ
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た者の第１回更新時から第２回更新時の介護度
の変化に限定したためと考える。つまり，要介
護状態となっても比較的早期に適切なサービス
を利用することで介護度の悪化割合を低率に抑
えることが可能となることが推察される。

本研究では，いずれの特性ともアウトカム変
数との有意な関連は認められなかった。先行研
究では性別，年齢が介護度の変化に影響を与え
る要因として指摘されている1)が，本研究とは
介護度の変化を観察する期間と年齢分布が異な
ることが影響している可能性も考えられる。ま
た，国民生活基礎調査9)では，介護を要する者
を年齢階級別にみると80～84歳が24.6％と最も
多く，性別では65歳以上では女性が多い，とす
る一方で，要介護の原因は，第１位脳血管疾患
（25.7％），第４位認知症（10.7％）としてお
り，介護度に影響を与える要因として，疾病も
深く関わっていることが示されている。本研究
の調査対象の特性には要介護・要支援に至った
原因疾患は取り上げておらず，今後の検討を要
する課題であると考えられる。

本研究で第１回更新月１カ月分のデータを用
いたが，これには研究方法で述べた以外に，新
規申請時は，利用者やその家族が介護保険事業
者や介護サービスの内容に関する情報や評価を
十分に把握する機会が少なく，必要最低限の
サービスのみを試行的に過少に利用する傾向や，
医療機関退院後の在宅生活に備えた申請が含ま
れることが推測される。従って，生活に定着し
たサービスの利用状況を把握できる時期として
第１回更新申請時が妥当と判断した。
本研究における介護保険サービスの利用割合

は，訪問介護，福祉用具貸与，通所介護の順で
多く，同時期に厚労省が報告した介護給付費実
態調査月報10)における要支援および要介護１認
定者の介護保険サービス割合は，訪問介護，通
所介護，福祉用具貸与の順であった。順序は一
部異なるものの主要なサービスは一致しており，

これは，介護サービスの供給基盤は地域によっ
て異なるものの，要支援および要介護１認定者
の介護ニーズが合致しているものと考えられる。

訪問介護を月６回以上利用している者におい
て介護度の悪化防止への影響が認められた。全
国の訪問介護利用者の要支援・要介護１認定者
の介護内容9)をみると，「掃除」（56.2％），「食
事の準備・後始末」（56％），「話し相手」（47.6
％），の順に利用が多いことから，本研究の調
査対象も同様であることが推察される。厚労省
の介護予防に関する各研究班マニュアル11)では，
要介護状態や死亡のリスクとして「閉じこも
り」と「うつ状態」の相互関係を指摘しており，
閉じこもりを「週１回未満の外出しかしない状
態」つまり「社会との交流頻度が極端に低下し
た状態」と述べている。また，黒田ら12)は，75
歳以上の高齢者の抑うつは，「食生活が良好で
はない」「歩行時の足腰の痛み」「外出頻度が少
ないこと」が，有意の関連を示したと報告して
いる。つまり，今回の分析で悪化を抑えた月６
回以上の訪問介護利用者は，週１～２回程度の
ヘルパーの訪問により，孤独感，不安感の解消
や食関連の援助がもたらす生活の変容（栄養改
善・生活のリズム），行動範囲の広がり（通院
や買物等への移動支援）など，利用者の生活に
何らかの刺激と活性化をもたらしている可能性
が高いことが推察される。さらに，訪問介護の
サービスの提供形態は，利用者個人の生活の場
に入り提供者に相対しながら提供されるもので
あるため，対象者の個性や個別性に配慮した
サービスの提供が行なわれていることも影響し
ていると考えられる。
また，通所介護では月１～５回の利用者にお
いて介護度が悪化する傾向がみられた。医療経
済研究機構が通所介護事業者に行った調査13)に
よると，現在行っているサービス（複数回答）
は「趣味活動などを重視したサービス」57.2％
が最も多く，次いで，「地域との交流機会を提
供するサービス」41.7％となっていた。そして，
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藤原ら14)は，認知症・高次機能障害のない者の
通所サービスに対する利用意義の分析のなかで，

（日常生活動作）介助群に「ひまな時間
がつぶせた」という評価をした者が40％いたこ
とを報告している。通所介護は，機能訓練の提
供が可能なサービスであり，軽度認定者にとっ
て自立支援のための場としての期待が大きい。
介護保険サービスの利用に至る経緯は疾病や廃
用症候群など多岐にわたるが，その背景と現状，
改善可能性など，利用者が自分らしい生活を取
り戻せるような個別性を踏まえたプログラムの
検討と，継続意欲を高める支援が望まれる。
今回の分析で有意差の認められた項目が少数

だったことには，軽度認定者を調査対象とした
ため，サービスの利用割合が低率のものが多
かったことも関連していると思われる。さらに，
一部のサービスで利用割合が低い要因として考
えられることは，サービス利用時の利用者負担
による利用控えの可能性が否定できないことや，
入院その他の理由で，当面はサービスを利用し
ない者が申請に含まれている事も想定される。
また，疾病によっては，訪問看護や訪問リハビ
リテーションは医療保険給付となる事もあり，
利用サービスの偏在に影響したとも考えられる。
今回は介護保険サービスの種類と利用頻度で

分類し，分析したが，サービスの提供時間や内
容による介護度の変化への影響も否定できない。
また，利用者の身体的（ ，疾病，認知能
力），心理的（自立に対する意識，主体性），社
会的（家族，経済力）要因等も，無視できない
要因であると考えられる。さらに，今回取り上
げた介護保険サービス利用以外にも，65歳以上
のひとり暮しや高齢者のみの世帯または日中ひ
とり世帯の調理困難者への宅配食事サービスや
社会福祉協議会のホームヘルプサービスなど，
介護保険事業以外の社会保障制度から提供され
るサービスの影響等も含めて検討する必要があ
り，これらの点が把握できていないことは本研
究の限界である。
本論文要旨は第66回日本公衆衛生学会総会

（愛媛）で発表した。
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